
平成 25 年度特定地域再生事業費補助金事業の概要書 
【テーマ：②－ロ】 
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２ 事業主体の名称  

富士見町
ふ じ み ま ち

 

３ 新規 

新規 

４ 補助金事業の期間  

平成 25 年 10 月～ 平成 26 年 3 月 

５ 特定地域再生事業費補助金の種類  

特定地域再生計画策定事業  ○ 

特定地域再生計画推進事業  
６ 要望国費 

１０，０００，０００円 

７ 事業の概要 

  

富士見町は長野県中部の中山間地域に位置し、年平均気温が 10℃程度と年間を通じ

て冷涼な日が多いため、「快適な夏とやや厳しい冬」「長い日照時間」というヨーロッパ

型の自然環境や災害に比較的強靭な特性を持つ。「新築住宅補助制度」「空き家情報提供」

「新規就農者支援」「子育て支援」等様々な施策でサポートしているが、小学校の統廃

合や不在古民家の増加が進むことに対し、これらの有効な再利用と地の利を生かした地

域活性化の対策により、高等教育就学後の住民票の流出を食い止め、子育て世代である

壮年層の移住者を増大させることは、喫緊の課題である。 

そこで本事業では、従来の「産業・雇用の場の確保」のみならず、生活を豊かに『育

む』に注目し、「生活環境として、子どもにも良い場で、良い教育を受けさせうるなら

ば、移住も厭わない」という意識の拡がりを、地域活性化の文脈の中で生かしうる方策

について調査により明らかにする。具体的には、賦存する未利用の再生可能エネルギー

(太陽熱、地中熱、太陽光等)を再調査して、豊かな自然環境を利用した新たなビジネス

モデルの創出を考慮する。また、起業等するために必要となる地域住民、地域活動団体、

事業者、移住希望者等の需要調査も踏まえ、寒冷地域に応用できるモデル構築を検討す

る。加えて、生活の再活ルネッサンスを喚起する住民を含めた合意形成も同時に図るこ

ととする。 

これらにより、地域の未利用資源である不在民家、廃校、自然エネルギー等を活用し

た「職住」と「職育」のインフラ隣接整備による次世代に向けた富士見の職育ブランド

を築くことで、ＩターンＵターンの増大促進が図れるよう地域再生計画を策定する。 

 

 

 

【様式２】 



 

平成 25 年度特定地域再生計画策定事業の内容説明書 

【テーマ：②－ロ 】 

１ 事業（調査等）の名称 

地域
ち い き

未利用
み り よ う

資源
し げ ん

の活用
かつよう

によるI
Ｉ

ターン
た ー ん

U
Ｕ

ターン
た ー ん

を推進
すいしん

する「職 住
しょくじゅう

」体制
たいせい

の整備
せ い び

にかかる調査
ちょうさ

２ 事業主体の名称  

富士見町
ふ じ み ま ち

 

３ 地域の課題等 
（１）人口や社会経済の状況 
・人口 15,003 人、世帯数 5,602 世帯（平成 25 年４月１日現在）であるが、高齢化の進行
とともに進学等による若年層の町外流出が増加している。移住者も近年 600 人程度で横
ばい状況である。 

・人口減少に伴い、廃校や不在となった校舎や民家（古民家含む）が増加している。 
・一方、豊かな自然環境が評価されて、県外（都市部）から移住してくる者もあり、その
中には「森の幼稚園」等の可能性に惹かれて来る子育て世代も含まれている。 

・電車でも自動車でも２時間程度と首都圏に近く、中央自動車道 IC からの利便性もよい。
（２）地域課題 
・若年層の地域定住対策としては、「無料職業紹介所」を町役場産業課内に設置し、町内の

事業所に勤務を希望するものと町内の事業所に対し、雇用の求人・休職の紹介、あっせ
ん業務を実施している。同時に、就農の支援も実施し、農業を始めやすい環境を整え、
就農までを支援している。しかしながら、若年層が希望するＩＴ関係等の業種が町内に
少なく、魅力的な「職」の創出が必要となっている。 

・移住者対策としては、「新築住宅補助制度」、「空き家情報検索」、「新規就農者支援」、「子
育て支援」等、様々な支援策でサポートしているが、Ｉターン希望者の顕著な増加には
至っていない。そのためＩターン希望者の具体的なニーズの把握が必要である。 

・不在民家情報を「空き家情報検索」に含めて提供しているが、都会からの移住者やＵタ
ーンの若年層にとって、現状のままの古民家では魅力が乏しく、彼らのニーズを満たし
た古民家リフォームが必要である。 

・冬季の暖房用に灯油が大量に消費されており、暖房費用が家計の負担となっている。ま
た、それに伴い温暖化効果ガスの排出量も増加している。未利用の再生可能エネルギー
を活用して暖房に応用するとともに、少ないエネルギーで効率よく暖房できる住宅が必
要となっている。 

（３）地域資源 
・豊富な太陽エネルギー（太陽光発電、太陽熱利用）と地中熱利用（地中熱利用ＨＰ） 
・廃校となった校舎と無人の古民家等、未利用の職・住スペース 
・豊かな森林と水資源や食糧 
・多様性を受け入れる柔軟な地域コミュニティと自然の中で生きる力を育む子育て環境 
・水、エネルギー、食糧という生きるための３大要素が自給自足できる安心安全なまち 
・ＩＴを活用して富士見町の活性化を推進する（社）「富士見町ＩＴ推進協議会」があり、

首都圏企業社員のテレワーク環境が整備しやすい。 
４ 調査の作業フロー 

 

【様式３】 

（１）調 査

①Iターン、Uターンに関する調査

②廃校小学校、古民家再生条件調査

③太陽熱、地中熱、太陽光発電等再生
可能エネルギー賦存量と効果の検証

④暖房効率向上のための省エネ住宅
性能基準作成に必要な調査

（２）地域の合意形成

①地域住民、地域活動団体、事業
者等に対する事業化へ向けての合
意形成

②「地域活性化協議会」（仮称）の創
設

（３）事業化実現性の検討

①ビジネスモデル案の策定

②ビジネスモデル案の公表
とパブリックコメントの収集

③ビジネスモデルの決定

（４）事業参加者の

周知と募集

①周辺大学、専門学
校等への事業周知と
参加者募集

②町内高等学校への
事業周知

（５）特定地域再生
事業

事業計画策定

（６）富士見町の支
援策の検討

（7）地域再生計画申請



５ 事業（調査等）の基本方針 

＜基本的な考え方＞ 
(1)自然資源とＩＴの融合による地域活性化 
 豊かな森林資源と再生可能エネルギーという自然資源とＩＴの融合による「職環境」と
「住環境」の整備を実現することで、若年層及び子育て世代を富士見町に惹きつけ、Ｉタ
ーン、Ｕターン者の増加を図る。ＩＴの活用により、都会の仕事をそのまま富士見町に持
ち込めることとなり職住接近ができ、生活のゆとりが生まれる。ゆとりある生活は地域で
の余暇時間の増加、子育てへの積極的な参画を引き起こし、地域コミュニティ全体の活性
化と高齢化の抑止が期待できる。 
(2)廃校小学校の活用による移住者の交流拠点＆ビジネスインキュベーション 
 廃校となった小学校をリフォームして、移住者のワーキングスペースと子育て交流の場
を整備することで、Ｉターン移住者の富士見町への定住化支援を行う。交流イベントやビ
ジネスマッチング等を定期的に開催する等ソフト面でのビジネスインキュベーションも実
施する。 
(3)再生可能エネルギーの活用と省エネ建物による暖房用エネルギーの削減によるエコタ
ウンの推進（当該小学校から地域への展開） 
 太陽熱温水器及び地中熱ヒートポンプシステム、太陽光発電等による再生可能エネルギ
ーと省エネ建物（寒冷地型高断熱建物）の同時活用により、暖房用エネルギーをメインと
する地域の省エネ化を実現し、横展開により地域全体のエコタウン化を推進する。 
 
＜調査方針＞ 
(1) 調査は、事業化の実現可能性について、具体的に検討するために必要不可欠な要因に

ついて抽出するとともに、その結果については可能な限り定量的に評価できるように
するものとする。 

(2) 調査は、常に地域の再生を主眼とすることを旨とし、事業化にあたっての地域住民な
ど関係者の合意形成に資する促進要因と阻害要因について、具体的に把握するものと
する。 

(3) 調査は、再生可能エネルギーの賦存量と活用方法については、事業化にあたっての検
討が可能なように、具体的な費用対効果についても言及するものとする。 
 

６ 体制 

富士見町においては、子ども課こども支援係、生涯学習課公民館係、産業課商工観光係
や営農推進係など関係・関連部署でタスクフォースを設置し、必要に応じて、外部からの
臨時任用等により推進体制を強化して構築する。また、関連する調査は、業務効率化のた
め外部委託(環境エネルギー総合研究所)する。地域再生事業の計画やシナリオの検討につ
いては、富士見町地域活性化協議会(仮称)を立ち上げ、調査結果など踏まえインセンティ
ブやロードマップ等を提示する。当該の地域活性化協議会の主要な構成と関連機関や組織
は下図の示すとおりで、有識者なども含めることとし、適宜ＷＧなども設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

富士見町

NPO法人ふじみ子育てネットワーク

環境エネルギー総合研究所

(一社)富士見町開発公社

(一社）富士見町ＩＴ推進協会

『森の幼稚園』の設計（拡張含む）検討

ネットワーク・ＩＴインフラ検討

施設インフラ関連群の管理・連携検討

Ｉ/Ｕターン・ワークライフ検討

住環境・職環境インフラの検討支援

事務局支援及び調査/システム分析（省エネ・新エネ・ 蓄エネ）

自然エネルギーに関する管理支援検討

コミュニティ活動・地域おこし等の検討

富士見メガソーラー㈱

保育園・小学校・中学校・図書館ほか

町民Ｃ・コミュニティプラザ・研修Ｃ等施設

少年自然の家(板橋区)

八ヶ岳少年自然の家(川崎市)

少年自然の家(戸田市)

八ヶ岳少年自然の家(多摩市)

富士見パノラマリゾート

八ヶ岳フレンドリーふじみ

富士見町地域活性化協議会(仮称)

⇔落合小学校跡地利用検討会

富士見町商工会

長野県建築士事務所協会/諏訪支部



７ 事業（調査等）の内容 

（１）調査 

①Ｉターン、Ｕターンに関する調査 

若年層の定住化を促進するために、Ｉターン、Uターンに関して富士見町出身で転出し

た若年層及び富士見町への移住者、富士見町在住の高校生、首都圏の若年層等を対象とし

て定住条件等についての意識調査を実施する。 

②廃校小学校、不在民家再生条件調査 

廃校となった落合小学校をビジネス環境として活用するための検討に必要な諸要件等に

ついて調査するとともに、民家の省エネリフォーム整備要件についても調査する。 

③太陽熱、地中熱、太陽光発電等再生可能エネルギー賦存量と効果の検証 

太陽熱、地中熱の賦存量について調査するとともに、それを導入した場合の費用対効果

等について検証する。 

④暖房効率向上のための省エネ建築物性能基準作成に必要な要件調査 

再生可能エネルギーを暖房に効率的に利用する際の建物の暖房効率向上のための建物の

省エネ性能基準作成に必要となる要件（優先施工部位等）について調査する。 

（２）地域の合意形成 

①地域住民、地域活動団体、事業者等に対する事業化へ向けての合意形成 

地域住民、地域活動団体、事業者等の意向調査を実施した上で、合意形成のためのア

プローチとしての地域交流会を事業開始説明会、調査の中間報告会、最終報告会の 3 回程

度実施する。 

②「地域活性化協議会」（仮称）の創設 

①の合意形成の主体となる地域の多様なステークホルダーからなる「地域活性化協議

会」（仮称）を創設し、合意形成及び事業化の推進力とする。 

（３）事業化実現性の検討 

①ビジネスモデル案の策定 

(1)と(2)の結果を踏まえ、ビジネスモデル案を策定する。 

②ビジネスモデル案の公表とパブリックコメントの収集 

①で作成したビジネスモデル案をホームページ、広報誌等を通じて公表し、町内外か

らのパブリックコメントを収集する。 

③ビジネスモデルの策定 

（４）事業参加者の周知と募集 

①周辺大学、専門学校等への事業検討周知と参加者募集の打診を行う。 

②町内高等学校などへの事業周知を行う。 

（５）特定地域再生事業事業計画策定の実施 

（６）富士見町の支援施策の検討 

(5)の事業計画に基づき「地域活性化協議会」と協同して富士見町の支援策を検討する。

（７）地域再生計画策定 



８ 評価項目に対する内容 

8-1 

国 策 へ

の寄与 

 

(1)特定政策課題②‐ロ「地域に賦存する再生可能エネルギーの活用による事業
の創出とともに、省エネルギー対策等を一体的に行うエコタウンの推進」という
政策課題の解決策モデルとして寄与する。 
(2)「グリーンエネルギー革命の実現」の中で、再生可能エネルギーとして、そ
の利用拡大を図ることが位置づけられている地中熱の普及拡大に寄与する。 
(3)「省エネルギー、再生可能エネルギー利用等の促進方策」住宅・建築物のネ
ット・ゼロ・エネルギー化推進に寄与する。地中熱ヒートポンプシステムと建築
物の高断熱化を同時に実施することによって、気候風土に適応した躯体と機器シ
ステムの導入促進が期待でき、排出 CO2 削減につながる。 

8-2 

取組の 

先駆性 

・モデル

性 

(1)地中熱利用は、2010 年に国のエネルギー政策に取り上げられたが、東京を除
き認知度、導入件数ともに少ない。特に本調査の対象である地中熱ヒートポンプ
システムは寒冷地、準寒冷地の暖房対策としてかなり有効であるにも関わらず、
2011 年長野県の導入件数は 22 件（福井県 6件、石川県 5件、富山県 13 件、東京
87 件）と少く、本取組によって同様の気候風土を持つ他の自治体や地域へのモデ
ルとなり、地中熱ヒートポンプシステムの普及拡大が期待できる。 
(2)「職住」環境とエコタウンの整備によって Iターン者、Uターン者の定着を図
り、彼らの子どもたちが次世代の富士見町のエンジンとなって新たなビジネスや
コミュニティを育てていくという持続可能なエコタウンプランであることに先
駆性が高く、少子高齢化に悩む自治体のモデルとなりうる。 

8-3 

多 様 な

主体 

・富士見 ICT 地域再生協議会（仮称）（ICT を利用した地域再生協議会） 
・落合小学校跡地利用検討会 
・NPO 法人ふじみ子育てネットワーク（森の幼稚園の設計等の検討） 
・一般社団法人富士見町 IT 推進協議会（ネットワーク、IT インフラ検討） 
・富士見町商工会議所（Iターン、Uターン、ワークライフバランス等検討） 
・長野県建築士事務所協会諏訪支部（住環境・職環境インフラ検討支援） 
・一般社団法人富士見町開発公社（施設インフラ関連群の管理・連携検討） 
・㈱環境エネルギー総合研究所(省エネ、再生可能エネルギー導入検討) 

8-4 

熟度 

・平成 18 年度に新エネルギービジョンを作成して以来、再生可能エネルギーの
導入について取り組んでいる。既に太陽光発電については町内にメガソーラーが
設置され今年 10 月に発電開始予定である。 

8-5 

その他 

・移住を進める拠点となる候補の落合小学校（廃校）や不在民家において導入可
能性のある再生可能エネルギーの調査も行うこととしており、再生可能エネルギ
ーは、対象建築物とのマッチングと季節変動を考慮して検討する。 
・富士見町は日照率が高いことから、太陽光など（落合小学校の屋根への太陽光
発電所の設置可能性の検討、地域住民や東京の企業、住民等の出資・配当は、落
合小学校の優先利用、町の特産品で返す等の新しい地域活性化型ビジネスモデル
の検討）への市民ファンド等のスキームも検討する。 
・太陽熱については、民家や学校への費用対効果の高い付け方（給湯、暖房利用）、
や初期投資が導入のネックになっているので、リースビジネスのような初期投資
を下げるビジネスモデル等の検討も併せて行う。 
・富士見町への移住者が多く設置しているのが薪ストーブであるが、薪の流通シ
ステムが整ってはいないため、町内での利用可能な森林の調査、薪の流通システ
ム・ビジネスの検討も行う。 
・加えて、運営手法としては、英国の地域活性化拠点（デベロプメントトラスト）
を参考に、費用負担のあり方についても検討する。 
・首都圏等での大震災に対応する企業等のＢＣＰへ備えるインフラとしてのリモ
ートオフィス需要やテレワークで現在「循環型」「滞在型」にとどまっている要
因などの分析も進め、社会実験的なテストベッドとしての可能性も検討する。 

９ 活用する規制の特例措置の内容 

該当なし 



10 スケジュール  

年月 

項目  

平成 25 年度 

 8 月 9 月 10月 11月 12月 1 月 2 月 3 月

(1)調査         

(2)地域の合意形成         

(3)事業化実現性の検討         

(4)事業参加者の周知と募集打診         

(5)特定地域再生事業事業計画検討         

(6)富士見町の支援施策の検討         

(7)地域再生計画策定検討         

11 事業費（調査費）の内訳 

経費の区分 内訳 

報償費 
 協議会謝金 
 ヒアリング謝金（ｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽ企業等）
旅費（徳島県・東京都） 
賃金 
需用費 
委託料 
 調査 
 
 

 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

経費計 １０，１５０千円

要望国費 １０，０００千円

12 その他 富士見町の持続可能な地域再生スパイラルと想定モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域の工務店と協働して、地域

材、地域の再生可能エネルギー

等を活用した低炭素建物を構

築 

古民家をエコ住宅にリフォー

ムして地域住民や都市からの

移住者向けに提供 

⇔地域材等を活用した断熱材

の開発を展開 

⇔寒冷地型環境共生住宅の工

法を開発し展開 

職・育接近の新たなインセンテ

ィブ醸成 

⇔自然を生かし、子どもの自主

性や感性を向上させる「森の幼

稚園」を複数個所に開園 

⇔地域住民をプレーリーダー

にして、子育て世代の交流促進

⇔森の幼稚園を教材として、他

都市からの保育士、教員等を募

集し、教育ビジネスを模索 

ITを活用した富士見テレワーク
タウンで都市から若者を呼ぶ

STEP1 惹きつける

自然環境や子育て環境の充
実で都市から子育て世代を
呼ぶ

STEP2 満足と充実

富士見の豊かな３つの環境「自
然」「人」「職場」で人々は自分ら
しさや自分に合ったライフスタイ
ルを見つけ、満足を得る

STEP3 新しい地域エンジンの誕生

富士見で育った子たちが、その
豊かな発想力で、新しい地域の
エンジンとなって新たなビジネス
や地域コミュニティを誕生させる

STEP4 新規ビジネス・魅力的な地域の実現

新規ビジネスや自然と共生できる新しいワークスタイルを
実現させた富士見町は多くの人々を惹きつけ、より活性化
していく

富士見テレワークタウンの創造

３マグネットで富士見町に人を惹きつけ仮想距離をゼロにする

IT

森の幼稚園自然を感じる
エコ住宅

富士見町
・地域の工務店と協働して、地域
材、地域の再生可能エネルギー等
を活用した低炭素建物を建てる。
また古民家をエコ住宅にリフォー
ムして地域住民や都市からの移住
者向けに提供する。
・地域材等を活用した断熱材の開
発ビジネスを展開する。

・寒冷地型環境共生住宅の工法を
開発し、販売するビジネスを展開
する。

・富士見町の自然を生かし、子どもの自主性
や完成を向上させる「森の幼稚園」を複数個
所に開園し、地域住民をプレーリーダーにし
て、子育て世代との交流を行う。

・森の幼稚園を教材として、他都市からの保
育士、教員等を募集し、教育ビジネスを展開
する。


